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平成 17 年２月期  個別財務諸表の概要          

平成 17 年 4 月 26 日 

会 社 名  株式会社 ゴトー         上 場 取 引 所  ＪＡＳＤＡＱ 

コード番号  ９８１７             本社所在都道府県  静 岡 県 
（ＵＲＬ http://www.gms.co.jp./goto） 

代 表 者  役 職 名 代表取締役社長 

        氏    名 後藤 行宏  

問い合わせ先  責任者役職名 常務取締役カルチャー事業本部長 

        氏    名 後藤 久徳     ＴＥＬ（０５５）９２３－５１００(代表) 

決算取締役会開催日 平成 17 年 4 月 26 日      中間配当制度の有無  有 

定時株主総会開催日 平成 17 年 5 月 30 日       単元株制度採用の有無 有（１単元 100 株） 

１．平成１7 年２月期の業績（平成 16 年 3 月 1 日～平成 17 年 2 月 28 日） 

(1) 経営成績                  (注)百万円未満は切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
17 年 2 月期 16,153   △3.6 185    △43.7 431    △25.4  
16 年 2 月期 16,764    4.2 329    △31.4   578    △15.7   
 

 
当期純利益 

1 株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後

1 株当たり当期純利益

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％    円   銭   円   銭     ％     ％     ％ 
17 年 2 月期 308    6.0 33   51 ―     3.0    2.5   2.7 
16 年 2 月期 291   41.7 31   61 ―     2.9    3.3     3.5 

  (注)1．期中平均株式数   17 年 2 月期     9,207,422 株       16 年 2 月期  9,207,422 株 

2．会計処理の方法の変更   有 ・ ○無  
3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2) 配当状況 

1 株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本  

 中  間 期  末 （年間） 
配当性向 

配当率 
 円   銭 円   銭 円   銭 百万円    ％    ％ 
17 年 2 月期    7   50 00  00  7    50 69    22.4 0.7 
16 年 2 月期    7   50 00  00  7    50   69    23.7 0.7 

(3) 財政状態 

 
総資産 株主資本 株主資本比率 

１株当たり 
株 主 資本 

      百万円      百万円         ％       円       銭 
17 年 2 月期    17,036     10,471       61.5 1,137   33 
16 年 2 月期    17,486     10,110       57.8 1,098      06 

(注) 1．期末発行済株式数   17 年 2 月期   9,207,422 株   16 年 2 月期  9,207,422 株 

2．期末自己株式数    17 年 2 月期       331 株   16 年 2 月期        331 株 

２．平成１8 年２月期の業績予想（平成１7 年 3 月 1 日～平成１8 年 2 月 28 日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末        
   百万円   百万円  百万円 円 銭 円 銭  円   銭 
中 間 期 7,116 139 53 ―  ― ―  ― ―  ― 
通 期 15,579 519 204 ―  ― 7    50 7   50 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）   22 円    15 銭 

（注）上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確

実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としているため、実際の業績は、今後様々

な要因によって異なる結果となる可能性があります。
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５.  【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
 

  
前事業年度 
(平成16年２月29日) 

当事業年度 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

 １ 現金及び預金   2,290,326   3,597,383  

 ２ 売掛金 ※６  118,336   87,277  

 ３ 商品   2,302,717   1,797,520  

 ４ 前渡金   1,285   522  

 ５ 前払費用 ※６  191,322   178,813  

 ６ 繰延税金資産   43,292   46,159  

 ７ 短期貸付金 ※６  161,214   14,000  

 ８ １年以内返還予定 
   建設協力金 ※１  436,444   175,233  

 ９ その他 ※６  65,656   46,304  

 10 貸倒引当金   △10,376   △2,389  

   流動資産合計   5,600,219 32.0  5,940,827 34.9 

Ⅱ 固定資産        

 １ 有形固定資産        

  (1) 建物 ※２ 7,196,325   6,252,171   

    減価償却累計額  4,520,755 2,675,570  3,950,882 2,301,289  

  (2) 構築物  826,688   682,163   

    減価償却累計額  604,420 222,267  509,009 173,154  

  (3) 車両及び運搬具  15,969   16,328   

    減価償却累計額  13,695 2,273  14,664 1,663  

  (4) 工具、器具及び備品  1,467,418   1,287,763   

    減価償却累計額  1,159,170 308,248  1,031,720 256,042  

  (5) 土地 ※２  3,415,436   3,516,970  

  (6) 建設仮勘定   315   ―  

    有形固定資産合計   6,624,111 37.9  6,249,120 36.7 

 ２ 無形固定資産        

  (1) 営業権   226,808   251,406  

  (2) 借地権   110   110  

  (3) ソフトウェア   7,089   5,936  

  (4) 電話加入権   17,556   15,833  

    無形固定資産合計   251,565 1.4  273,286 1.6 
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前事業年度 
(平成16年２月29日) 

当事業年度 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

 ３ 投資その他の資産        

  (1) 投資有価証券 ※２  533,014   717,969  

  (2) 関係会社株式   83,900   11,738  

  (3) 出資金   37,838   39,838  

  (4) 長期貸付金   1,533   30,000  

  (5) 関係会社長期貸付金   68,000   94,000  

  (6) 長期前払費用   87,883   65,528  

  (7) 繰延税金資産   94,358   ―  

   (8) 差入敷金保証金 ※６  2,642,800   2,349,648  

   (9) 建設協力金 ※１  1,340,217   1,162,518  

  (10) その他   143,363   121,345  

  (11) 貸倒引当金   △22,670   △19,166  

    投資その他の資産合計   5,010,239 28.7  4,573,419 26.8 

   固定資産合計   11,885,916 68.0  11,095,827 65.1 

   資産合計   17,486,135 100.0  17,036,654 100.0 
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前事業年度 
(平成16年２月29日) 

当事業年度 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

 １ 支払手形   767,662   310,087  

 ２ 買掛金   753,837   547,736  

 ３ 短期借入金 ※２  899,257   1,692,115  

 ４ １年以内返済予定 
   長期借入金 ※２  1,201,149   1,001,664  

 ５ １年以内償還予定社債 ※２  40,000   40,000  

 ６ 未払金   407,675   371,416  

 ７ 未払費用   119,084   110,540  

 ８ 未払法人税等   228,930   119,764  

 ９ 未払消費税等   84,411   54,433  

 10 前受金   34,313   13,414  

 11 預り金   24,215   12,146  

 12 前受収益   65,339   74,832  

 13 賞与引当金   44,386   47,366  

 14 その他   9,549   7,554  

   流動負債合計   4,679,812 26.8  4,403,071 25.8 

Ⅱ 固定負債        

 １ 社債 ※２  840,000   800,000  

 ２ 長期借入金 ※２  1,467,784   866,345  

 ３ 退職給付引当金   71,874   47,888  

 ４ 預り保証金   316,355   424,667  

 ５ 繰延税金負債   ―   12,993  

 ６ その他   ―   9,739  

   固定負債合計   2,696,013 15.4  2,161,634 12.7 

   負債合計   7,375,826 42.2  6,564,705 38.5 
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前事業年度 
(平成16年２月29日) 

当事業年度 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

(資本の部)        

Ⅰ 資本金 ※３  2,546,671 14.6  2,546,671 15.0 

Ⅱ 資本剰余金        

 １ 資本準備金   2,674,144   2,674,144  

   資本剰余金合計   2,674,144 15.3  2,674,144 15.7 

Ⅲ 利益剰余金        

 １ 利益準備金   138,061   138,061  

 ２ 任意積立金        

  (1) 圧縮積立金  4,106   3,779   

  (2) 特別償却準備金  2,795   2,184   

  (3) 別途積立金  3,460,000 3,466,901  3,460,000 3,465,964  

 ３ 当期未処分利益   1,205,820   1,455,430  

   利益剰余金合計   4,810,783 27.5  5,059,456 29.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※７  79,027 0.4  191,994 1.1 

Ⅴ 自己株式 ※４  △317 △0.0  △317 △0.0 

   資本合計   10,110,309 57.8  10,471,949 61.5 

   負債及び資本合計   17,486,135 100.0  17,036,654 100.0 
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② 【損益計算書】 

 

  
前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   16,764,082 100.0  16,153,535 100.0 

Ⅱ 売上原価        

 １ 商品期首たな卸高  2,279,469   2,302,717   

 ２ 合併による商品受入高  ―   74,495   

 ３ 当期商品仕入高  9,546,172   9,184,916   

合計  11,825,641   11,562,129   

 ４ 他勘定振替高 ※１ ―   14,321   

 ５ 商品期末たな卸高  2,302,717 9,522,924 56.8 1,797,520 9,750,287 60.4 

   売上総利益   7,241,158 43.2  6,403,248 39.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

 １ 販売促進費  296,635   165,719   

 ２ 販売用消耗品費  34,617   30,427   

 ３ 広告宣伝費  398,471   296,289   

 ４ 貸倒引当金繰入額  9,790   ―   

 ５ 売場陳列費  21,600   25,211   

 ６ 地代家賃  1,382,121   1,191,150   

 ７ 役員報酬  61,991   56,063   

 ８ 給料手当  2,140,147   2,093,336   

 ９ 賞与  145,860   149,260   

 10 賞与引当金繰入額  44,386   47,366   

 11 退職給付費用  54,558   34,077   

 12 支払手数料  504,251   520,386   

 13 減価償却費  404,353   339,821   

 14 水道光熱費  336,554   271,664   

 15 その他  1,076,658 6,911,999 41.2 997,028 6,217,803 38.5 

   営業利益   329,158 2.0  185,444 1.1 

Ⅳ 営業外収益        

 １ 受取利息  11,553   6,259   

 ２ 有価証券利息  120   270   

 ３ 受取配当金  3,440   3,887   

 ４ 不動産等賃貸収入  766,296   833,961   

 ５ その他  127,869 909,279 5.4 129,187 973,566 6.1 

Ⅴ 営業外費用        

 １ 支払利息  54,587   42,130   

 ２ 社債利息  11,140   10,687   

 ３ 不動産等賃貸費用  568,561   643,209   

 ４ その他  25,248 659,538 3.9 31,263 727,290 4.5 

   経常利益   578,899 3.5  431,720 2.7 
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前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 

Ⅵ 特別利益        

 １ 固定資産売却益 ※２ 484   ―   

 ２ 投資有価証券売却益  20,592   29,102   

  ３ 貸倒引当金戻入益  ―   11,516   

 ４ 店舗営業譲渡益  73,517   287,076   

 ５ その他  ― 94,594 0.5 5,852 333,547 2.1 

Ⅶ 特別損失        

 １ 固定資産除売却損 ※３ 30,354   91,532   

 ２ リース資産除却損  ―   16,818   

 ３ 保険解約損  5,111   ―   

４ 確定拠出年金制度移行に
伴う損失  ―   13,045   

 ５ 営業保証金未返還損  13,756   ―   

 ６ 役員退職慰労金  14,100   ―   

 ７ その他  ― 63,322 0.4 4,657 126,053 0.8 

   税引前当期純利益   610,171 3.6  639,214 4.0 

   法人税、住民税 
   及び事業税 

 333,529   295,437   

   法人税等調整額  △14,492 319,037 1.9 35,206 330,643 2.1 

   当期純利益   291,133 1.7  308,570 1.9 

   前期繰越利益   914,686   1,137,701  

   合併引継未処分利益   ―   9,158  

   当期未処分利益   1,205,820   1,455,430  
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③ 【利益処分計算書】 

 

  
前事業年度 
(平成16年２月期) 

当事業年度 
(平成17年２月期) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益   1,205,820  1,455,430 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

 １ 圧縮積立金取崩額  326  838  

 ２ 特別償却準備金取崩額  610 936 645 1,484 

合計   1,206,757  1,456,914 

Ⅲ 利益処分額      

 １ 配当金   69,055  69,055 

 ２ 圧縮特別積立金繰入額   ―  2,737 

Ⅳ 次期繰越利益   1,137,701  1,385,121 
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重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 ……期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しておりま

す。) 

 時価のないもの 

 ……移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

……同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 ……同左 

 

 

 

 

 時価のないもの 

 ……同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

 衣料品 

 ……個別法による原価法 

 販売用映像ソフト・音声ソフト・新

刊本 

 ……売価還元法による原価法 

 テレビゲーム用品・中古書籍等 

 ……移動平均法による原価法(但

し、フランチャイズ契約店舗の

テレビゲーム用品(中古を除く)

は売価還元法による原価法) 

商品 

 衣料品 

 ……同左 

 販売用映像ソフト・音声ソフト・新

刊本 

 ……同左 

 テレビゲーム用品・中古書籍等 

 ……同左 

   

３ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

……定率法(但し、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属設

備を除く)については定額法) 

   なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物 ３年～38年

構築物 ５年～20年

工具、器具 
及び備品 

３年～８年

 

有形固定資産 

……同左 

 

 

 
 

 無形固定資産 

……自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によってお

ります。また営業権については５

年にわたり均等償却しておりま

す。 

無形固定資産 

……同左 

 長期前払費用 

……定額法 

長期前払費用 

……同左 

４ 繰延資産の処理方法 社債発行費 

……支出時に全額費用として処理し

ております。 

―― 
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項目 
前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

……売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

貸倒引当金 

……同左 

  賞与引当金 

……従業員の賞与支給に充てるため、

支払見込額のうち当期に帰属する

金額を計上しております。 

賞与引当金 

……同左 

 退職給付引当金 

……従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

   なお、会計基準変更時差異

(76,231千円)は、５年による均等

額を費用処理しております。 

   過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による定額法に

より費用処理しております。 

   数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌期から費

用処理しております。 

退職給付引当金 

……従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務に基

づき計上しております。 

   なお、会計基準変更時差異

(76,231千円)は、５年による均等

額を費用処理しております。 

   過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による定額法に

より費用処理しております。 

   数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌期から費

用処理しております。 
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項目 
前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

 ――  （追加情報） 

(1) 当社は、平成16年1月15日決

議の｢紳士服販売店舗(15店舗)

の営業譲渡｣により、当会計期

間において従業員の大量退職

が発生しました。これに伴い

消滅する退職給付債務と実際

支払額の差額等は、｢退職給付

制度間の移行等に関する会計

処理｣(企業会計基準適用指針

第１号)を適用しております。 

なお、これに伴う影響額

は、店舗営業譲渡益より

50,874千円を差し引いており

ます。 

(2) 当社は、確定拠出年金法の

施行に伴い、平成17年２月に

適格退職年金制度の全部を退

職一時金制度及び確定拠出年

金制度へ移行し、｢退職給付制

度間の移行等に関する会計処

理｣(企業会計基準適用指針第

１号)を適用しております。 

なお、これに伴う影響額

は、特別損失として13,045千

円計上しております。 
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項目 
前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 (イ)ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますので、

特例処理によっております。 

  また、為替予約については、振当

処理の要件を満たしておりますの

で、振当処理によっております。 

(イ)ヘッジ会計の方法 

同左 

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  当期にヘッジ会計を適用したヘッ

ジ手段とヘッジ対象は以下のとおり

であります。 

 ①ヘッジ手段……金利スワップ 

  ヘッジ対象……借入金の金利 

 ②ヘッジ手段……為替予約 

  ヘッジ対象……借入金 

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (ハ)ヘッジ方針 

  デリバティブ取引に関しては、ヘ

ッジ対象とする借入金の約定時に取締

役会の承認に基づき対象となる金利変

動リスク及び為替変動リスクを一定の

範囲内でヘッジしております。 

(ハ)ヘッジ方針 

同左 

 (ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

  金利スワップは、特例処理の要件

を満たしておりますので、有効性の

評価を省略しております。 

  また、為替予約については、為替

予約の締結時に、リスク管理方針に

従って、外貨建借入金に同一通貨建

てによる同一金額で同一期日の為替

予約をそれぞれ振当てており、その

後の為替相場の変動による相関関係

は完全に確保されておりますので、

有効性の評価を省略しております。 

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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追加情報 

 

前事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

(1)自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

   「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会

計基準」（企業会計基準第1号）が平成14年４月１

日以後に適用されることになったことに伴い、当

事業年度から同会計基準によっております。これ

による当事業年度の損益に与える影響は軽微であ

ります。 

   なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年

度における貸借対照表の資本の部については、改

正後の財務諸表等規則により作成しております。 

 

 (2)重要な営業の譲渡 

当社と株式会社アオキインターナショナルは、

平成16年1月15日に紳士服販売店舗(15店舗)の営業

譲渡に関する取締役会決議及び基本合意書に調印

しました。 

営業譲渡の承認は、平成16年3月26日開催の臨時

株主総会において承認されました。平成16年3月2

日に調印した営業譲渡契約の概要及び損益に与え

る影響は、次のとおりであります。 

(1) 譲渡対象店舗 

御殿場店、函南店、富士宮店、富士中央

店、焼津店、島田国一店、静岡千代田店、

静岡東名店、浜松本店、浜北店、掛川店、

湖西店、磐田店、川崎子母口店、津久井城

山店 

(2) 譲渡日 

平成16年8月をもって15店舗の譲渡を完了す

る予定です。 

(3) 譲渡理由 

紳士服事業の収益性が低下したこと、およ

びカルチャー事業の経営に注力する事により

一層の収益拡大を期待したことによります。 

(4) 損益に与える影響 

譲渡店舗（15店舗）の売上高及び営業利益

（平成16年2月期） 

①  譲 渡 店 舗 （ 15 店 舗 ） の 売 上 高 

2,313,487千円 

平成16年2月期売上高（16,764,082千

円）に占める割合13.8％ 

②  譲渡店舗（ 15 店舗）の営業利益 

53,225千円 

平成16年2月期営業利益（329,158千円）

に占める割合16.2％ 

 

―― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―― 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 
 

前事業年度 
(平成16年２月29日) 

当事業年度 
(平成17年２月28日) 

※１ 貸付金相当額 

将来返還される建設協力金等の差入預託保証金

(敷金を除く。)に係る当初の認識時の時価は、返

済期日までのキャッシュ・フローを割り引いた現

在価値により会計処理しております。この会計処

理を適用した金額は次のとおりであります。 

１年以内返還予定建設協力金 10,694千円

建設協力金 152,115千円
 

※１ 貸付金相当額 

将来返還される建設協力金等の差入預託保証金

(敷金を除く。)に係る当初の認識時の時価は、返

済期日までのキャッシュ・フローを割り引いた現

在価値により会計処理しております。この会計処

理を適用した金額は次のとおりであります。 

１年以内返還予定建設協力金 10,695千円

建設協力金 141,418千円
 
※２ 担保提供資産及び担保付債務 

    担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

建物 679,225千円

土地 2,736,259 

投資有価証券 168,010 

計 3,583,494千円

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 497,571千円

１年以内返済予定長期借入金 697,664 

長期借入金 608,845 

計 1,804,080千円
 

※２ 担保提供資産及び担保付債務 

    担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

建物 744,210千円

土地 2,736,259 

投資有価証券 124,905 

計 3,605,374千円

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 399,257千円

１年以内返済予定長期借入金 658,209 

長期借入金 906,284 

計 1,963,750千円

上記債務の他に第３回無担保社債に対する金融

機関の支払保証額380,000千円に担保を供してお

ります。 

※３ 会社が発行する株式の総数(普通株式) 

 24,634,000株

    ただし、定款の定めにより株式の消却が行われ

た場合には、会社が発行する株式について、これ

に相当する株式数を減ずることになっておりま

す。 

   発行済株式総数(普通株式) 9,207,753株
 

上記債務の他に第３回無担保社債に対する金融

機関の支払保証額340,000千円に担保を供してお

ります。 

※３ 会社が発行する株式の総数(普通株式) 

 24,634,000株

    ただし、定款の定めにより株式の消却が行われ

た場合には、会社が発行する株式について、これ

に相当する株式数を減ずることになっておりま

す。 

   発行済株式総数(普通株式) 9,207,753株
 

※４ 自己株式 

    当社が保有する自己株式の数は、普通株式331

株であります。 

※４ 自己株式 

    当社が保有する自己株式の数は、普通株式331   

株であります。 

 ５ 保証債務 

    他社の金融機関からの借入金及び仕入債務に対

して次のとおり保証を行っております。 

株式会社ジーエムエス 63,000千円 

株式会社ラブックス 8,630千円 
 

 ５ 保証債務 

    他社の金融機関からの借入金及び仕入債務に対

して次のとおり保証を行っております。 

株式会社ジーエムエス 9,000千円 

  
 

※６ 関係会社に対する資産 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

るものは、次のとおりであります。 

売掛金 1,244千円 

前払費用 1,407千円 

短期貸付金 148,000千円 

流動資産「その他」 11,594千円 

差入敷金保証金 115,000千円 
 

※６ 関係会社に対する資産 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

るものは、次のとおりであります。 

前払費用 1,407千円 

短期貸付金 12,000千円 

差入敷金保証金 40,000千円 
 

 
 



 53 

前事業年度 
(平成16年２月29日) 

当事業年度 
(平成17年２月28日) 

※７ 配当制限 

    商法施行規則第124条3号に規定する、時価を付

した事により増加した純資産額は、79,027千円で

あります。 

※７ 配当制限 

商法施行規則第124条3号に規定する、時価を付

した事により増加した純資産額は、191,994千円

であります。 

 

(損益計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１          ―― ※１  他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

商品営業譲渡分       14,321千円 
 

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

 建物 262千円 

 土地 221 

 合計 484千円 
 

２          ―― 

※３ 固定資産除売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

固定資産除却損 

建物 21,037千円 

構築物 477 

工具、器具及び備品 3,051 

建物等解体費用 5,788 

合計 30,354千円 
 

※３ 固定資産除売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

固定資産除却損 

建物 53,751千円 

構築物 4,029 

工具、器具及び備品 6,088 

建物等解体費用 27,662 

合計 91,532千円 
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(リース取引関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ 借主側 １ 借主側 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
工具、器具 
及び備品 
(千円) 

 
ソフト 
ウェア 
(千円) 

 
合計 

(千円) 

取得価額 
相当額 

300,591 174,668 475,259

減価償却累 
計額相当額 

206,877 128,208 335,086

期末残高 
相当額 93,713 46,459 140,173

  

  
工具、器具 
及び備品 
(千円) 

 
ソフト 
ウェア 
(千円) 

 
合計 

(千円) 

取得価額 
相当額 

139,908 59,648 199,556

減価償却累 
計額相当額 

102,749 26,189 128,939

期末残高 
相当額 37,158 33,459 70,617

  
   なお、取得価額相当額の算定は、「支払利子込み

法」によっております。 

   なお、取得価額相当額の算定は、「支払利子込み

法」によっております。 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 67,606千円 

１年超 80,778千円 

計 148,385千円 
 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 31,501千円 

１年超 39,115千円 

計 70,617千円 
 

   なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、

「支払利子込み法」によっております。 

   なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、

「支払利子込み法」によっております。 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 98,002千円 

減価償却費相当額 98,002千円 
 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 67,409千円 

減価償却費相当額 67,409千円 
 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

２ 貸主側 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 2,011千円 

１年超 6,201千円 

計 8,212千円 

    (注)上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主

側の未経過リース料期末残高相当額であり

ます。 

      なお、当該転貸リース取引は、おおむね同

一の条件で第三者にリースしておりますの

で、ほぼ同額の残高が上記の借主側の未経

過リース料期末残高相当額に含まれており

ます。 

      また、未経過リース料期末残高相当額の算

定は、「受取利子込み法」によっておりま

す。 

２           ―― 

オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

１年以内 980,737千円 

１年超 5,200,242千円 

計 6,180,979千円 
 

オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

１年以内 871,890千円 

１年超 4,410,171千円 

計 5,282,062千円 
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(有価証券関係) 

前事業年度(自平成15年３月１日 至平成16年２月29日)及び当事業年度(自平成16年３月１日 

至平成17年２月28日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

(税効果会計関係) 

前事業年度 
(平成16年２月29日) 

当事業年度 
(平成17年２月28日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産  

   固定資産減価償却超過額 47,027千円 
ツタヤポイント制度負担金否
認額 40,129千円 

退職給付引当金否認額 28,893千円 

   未払事業税否認額 17,451千円 

    賞与引当金繰入限度超過額 14,529千円 

   貸倒引当金繰入限度超過額 13,036千円 

   会員権評価損否認額 12,728千円 

その他 21,026千円 

  繰延税金資産合計 194,824千円 

  繰延税金負債  

  その他有価証券評価差額金 △53,125千円 

圧縮積立金 △2,553千円 

   特別償却準備金 △1,494千円 

   繰延税金負債合計 △57,173千円 

    繰延税金資産の純額 137,650千円 

 
 (注)繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目

に含まれております。 

   流動資産 繰延税金資産 43,292千円

   固定資産 繰延税金資産 94,358千円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産 

固定資産減価償却超過額 45,262千円
ツタヤポイント制度負担金否
認額 39,497千円

   退職給付引当金否認額 19,251千円

賞与引当金繰入限度超過額 19,041千円

棚卸資産評価損否認額 10,283千円

   その他 35,434千円

    繰延税金資産合計 168,769千円

  繰延税金負債 

   その他有価証券評価差額金 △129,066千円

   圧縮積立金 △1,977千円

   保険差益圧縮特別勘定積立金 △1,840千円

   特別償却準備金 △1,034千円

   その他 △1,684千円

    繰延税金負債合計 △135,603千円

    繰延税金資産の純額 33,166千円

  

(注)繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目

に含まれております。 

   流動資産 繰延税金資産 46,159千円

   固定負債 繰延税金負債 △12,993千円
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.6％ 

 (調整)  

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

0.7％ 

 住民税均等割等 6.6％ 

 同族会社の留保金額に対する税額 2.8％ 
 税率変更による期末繰延税金資産 
 の減額修正 

0.8％ 

 その他 △0.2％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 52.3％ 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.6％ 

 (調整)  

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

1.2％ 

 住民税均等割等 6.7％ 

 同族会社の留保金額に対する税額 1.4％ 

 その他 0.8％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.7％ 
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前事業年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

３ 地方税法等の一部を改正する法律(平成15年法律第

9号)が平成15年3月31日に公布されたことに伴い、当

事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(た

だし、平成17年3月1日以降解消が見込まれるものに

限る。)に使用した法定実効税率は、前事業年度の

41.6％から40.2％に変更されました。 

  その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金

額を控除した金額)が3,024千円減少し、当事業年度

に計上された法人税等調整額が4,835千円、その他有

価証券評価差額金が1,810千円、それぞれ増加してお

ります。 

３           ―― 

 

 

(１株当たり情報) 

 

前事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１株当たり純資産額 1,098円06銭
 

１株当たり純資産額 1,137円33銭
 

１株当たり当期純利益 31円61銭
 

１株当たり当期純利益 33円51銭
 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

(追加情報) 

当事業年度から「1株当たり当期純利益に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成14年9月25日 企業会計

基準第2号)及び「1株当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年9月25日 

企業会計基準適用指針第4号)を適用しております。 

なお、同会計基準及び適用指針を前事業年度に適用し

て算定した場合の1株当たり情報については変更ありま

せん。 

  (注)1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以

下のとおりであります。 

当期純利益(千円) 291,133 

普通株主に帰属しない金額(千円) － 

普通株式に係る当期純利益(千円) 291,133 

普通株式の期中平均株式数(株) 9,207,422 
 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

   

 

 

 

 

 

 

 

(注)1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以

下のとおりであります。 

当期純利益(千円) 308,570 

普通株主に帰属しない金額(千円) － 

普通株式に係る当期純利益(千円) 308,570 

普通株式の期中平均株式数(株) 9,207,422 
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６.役員の異動 

(1) 代表者の異動（平成17年５月30日付） 

新役職名 氏名 旧役職名 

代表取締役専務・事業本部長 後  藤 久 徳 常務取締役・カルチャー事業本部長 

相談役（非常勤） 後  藤 全 弘 代表取締役会長 

(2) その他の役員の異動 

① 新任取締役候補（平成17年５月30日付） 

新役職名 氏名 旧役職名 

常務取締役・管理本部長 

兼総合企画部長 

土 橋 文 彦 経営企画室長（現 静岡銀行より出向） 

② 退任予定取締役（平成17年５月30日付） 

新役職名 氏名 旧役職名 

事業本部・カルチャー事業部

管理部長 

小 池 修 一 取締役カルチャー事業本部管理部長 

③ 辞任取締役（平成16年８月15日付） 

取締役 山 崎 和 夫 取締役ファッション事業本部・メンズグループ統

括マネージャー 

取締役 犬 飼 通 好 取締役総務部長 

④ 新任監査役候補（平成17年５月30日付） 

監査役 齋 藤 保 幸 （現 税理士 齋藤保幸税理士事務所長） 

補欠監査役 望 月 美 樹 （現 有限会社 望月孝次工務所 代表取締役） 

⑤ 退任予定監査役（平成17年５月30日付） 

監査役 大 嶽 稔 裕 （平成２年11月 当社監査役就任 現任） 

監査役 萩 倉 理 功 （平成13年５月 当社監査役就任 現任） 

       （注） 新任監査役候補者 齋藤保幸、望月美樹及び退任予定監査役 大嶽稔裕、萩倉理功の各氏

は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役

であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


